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雇用延長、対策多様に 
 希望する高齢者の継続雇用を義務付ける

「高年齢者雇用安定法」が施行されて４カ月

あまり。60歳を超えて働き続ける人の年収を

増やすため、雇用・賃金制度の見直しが多様

化している。ＮＴＴグループは現役世代の賃

金上昇を抑制して捻出。ＹＫＫグループは賃

金体系全体を見直す。20～50歳代へのしわ

寄せにもつながる制度には慎重論もあるが、

労働力不足や技能伝承の観点からも高齢者の

待遇改善が進んでいる。 

 高齢者の賃金引き上げの動きが広がるのは

年金の支給開始年齢が段階的に引き上げられ

るため。もっとも総人件費を大きくは増やせ

ず、原資捻出に向けた対策が広がる。 

 １つは現役世代の賃金を抑制する手法だ。

ＮＴＴグループは 10月、再雇用する 60 歳

以上の従業員の年収をこれまでの 200万円

台前半から 300 万～400 万円に引き上げる。

原資確保に向けて現役世代の賃金体系で年功

要素が強い基準内賃金を圧縮、成果部分を強

める制度を取り入れる。成果部分の比重が高

まる 40歳前後から上の世代の賃金上昇は従

来より緩やかになる。 

山崎パン年収倍 

 山崎製パンは４月から 60歳の定年後に

再雇用した従業員に現役世代とほぼ同じよう

な働き方を求める一方、年収を従来の約２倍

に相当する 300 万円強とする賃金制度を導

入した。１日８時間・週５日勤務を原則とし、

残業や深夜の交代勤務を課す。 

 同時に現役世代の総労働時間の削減に取

り組む。年間休日数を 2014年度は 12年度

比で２日増やし、残業時間を削減。結果的に

現役世代の賃金は減り、再雇用者の年収が増

える仕組みにする。 

 山崎パンは毎年 300 人近い定年退職者が

見込まれており、現役世代の割合が減少する

見通し。「従来のままでは工場のシフト勤務が

難しい。高齢者を戦力と位置付けつつ、現役

世代の過大な負担を減らし、世代間で異なる

仕事量と賃金を平準化する」と人事第一部の

原田周二部長代理は言う。 

 現役世代への影響を回避しようという取り

組みもある。サントリーホールディングスは

４月から 60 歳以上の社員の年収引き上げを

開始、60 歳到達前の５割弱にとどまっていた

水準を６～７割に上げた。65 歳までの全社員

が新制度の対象になる５年後には人件費が十

数億円増える見通しだが、経費削減などで吸

収する。 

ＹＫＫ定年延長 

 賃金制度の抜本的な見直しが３つ目の手法

だ。雇用延長の制度は(1)再雇用(2)定年の引

き上げ(3)定年の廃止がある。ＹＫＫグループ

は多くの企業が選択する再雇用制度を見直し、

４月から定年延長に切り替え始めた。65歳ま

での雇用を前提とした賃金体系を年金の支給

開始年齢が 65歳となる 25 年までに整備す

る。 

 人件費の増加を抑制するため人事評価を見

直す。能力給の運用を弾力化、従来はほとん

どなかった実力不足による降給を数年後をメ

ドに開始し、評価を適正化する。もっとも突

然の降給には現場の動揺も予想される。この

ため「能力要件書」と呼ぶ判断基準を社員に

明示して理解を求める。 

 「65歳定年時代」に向け、高齢者の活力を

生かそうという企業の制度設計見直しは広が

っている。ＩＨＩは 59歳になった時点で定

年を 60歳から 65歳の間で選ぶことができ

る「選択定年制」を導入。三菱電機は 13年

度から雇用を延長した社員の給与を 12 年度

の年収ベースから約２割引き上げた。 
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